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【はじめに】 

本書は、平成２０年３月期（平成１９年４月～平成２０年３月）における当社の会社概要、営

業の状況及び経理の状況について記載したものです。 

 

【主な記載項目について】 

１．会社の概況 

「会社の沿革」     当社の設立から現在までの沿革を記載しています。 

「会社の目的」     定款に記載された当社の目的を記載しています。 

「事業の内容」     当社の経営組織、事業の内容について記載しています。 

「財務の概要」     平成２０年３月期における資本金、純資産額、営業収益、経常利益等の主

要な財務指標について記載しています。 

「主要株主名」     親会社１社の氏名、所有株式数等を記載しています。 

「役員の状況」     当社の役員の氏名、主要略歴等を記載しています。 

「従業員の状況」   当社の社員数、登録外務員数等を記載しています。 

 

２．営業の状況 

「営業方針」       当社の営業方針、企業の特色等について記載しています。 

「当社及び当業界を取巻く環境」    

内外の経済の状況、商品先物取引業界の動向等について記載しています。 

「営業の経過及び成果」    

当社の平成１９年度における業績について記載しています。 

「対処すべき課題」 当社が対応すべき今後の課題等について記載しています。 

「受託業務管理規則」  

当社が受託業務の適切な遂行のために定めている社内管理規則を記載し

ています。 

 

３．経理の状況 

「財務比率」 

（a）純資産額規制比率 

 純資産額(※)  
 リスク額（※）  

×
 
１００

 

 
※ 「純資産額」とは、商品取引所法第 211 条第 4項において準用する同法第 99 条第 7項に基

づく商品取引所法施行規則（以下、「施行規則」という。）第 38 条の規定により算出した

ものです。また、「リスク額」には、商品市場における自己の計算による取引であって、決

済を結了していないものについての価格変動等により発生し得る危険に対応する額（「市場

リスク」という。）と、商品市場における取引の相手方の契約不履行等により発生し得る危

険に対応する額（「取引先リスク」という）があり、同法第 211 条第 1項に基づく施行規則

第 99 条の規定により算出したものです。 

「純資産額規制比率」とは、純資産額の、商品市場において行う取引につき生ずる相場の変

動その他の理由により発生し得る危険に対応する額として施行規則で定めるところにより

算出した額に対する比率であり、これが高いほどリスクに対する余裕があると言えます。 



 

－  － ２

 （b）純資産額資本金比率 

 純資産額（※）  
 資本金額  

×
 
１００

 

   ※「純資産額」とは、商品取引所法第 211 条第 4 項以外において準用する同法第 99 条 7

項に基づく施行規則第 38 条の規定により算出したもので、上記（ａ）の純資産額とは

計算が異なります。 

    資本金に対する純資産の割合をみるもので、比率が高いほど経営が安定していると言え

ます。 

（c）自己資本資本金比率 

 自己資本  
 資本金額  

×
 
１００

 

資本金に対する取崩し可能な資本を含む自己資本の割合をみるもので、比率が高いほど

経営が安定していると言えます。  

（d）自己資本比率 

 自己資本  
 総資産額  

×
 
１００

 

総資産に占める自己資本の割合をみるもので、比率が高いほど経営が安定していると言

えます。 

（e）修正自己資本比率 

 自己資本  
 総資産額(※)  

×
 
１００

 

※「総資産額」とは、委託者に係る㈱日本商品清算機構又は商品取引所への預託金額と預

託必要額とのいずれか小さい金額及び委託者債権の保全制度に基づいて拘束されてい

る資産の額を除いたものです。 

上記の方法で算出された総資産額は実質的に事業資金として使用できないことから、こ

れらの預託額を控除した総資産に占める自己資本の割合をみたものです。 

 （f）負債比率 

 負債合計額  

  純資産額（※）

 
 
×

 
１００

 

※「純資産額」とは、商品取引所法第 211 条第 4項以外において準用する同法第 99 条第 7

項に基づく施行規則第 38 条の規定により算出したもので、上記（ａ）の純資産額とは

計算が異なります。 

純資産と負債合計を対比したもので、比率が低いほど長期的な支払能力の安定性が高い

と言えます。 
（g）流動比率 

 流動資産額  

  流動負債額

 
 
×

 
１００

 

短期間に支払期限の到来する流動負債と短期間に現金化する可能性のある流動資産を

対比したもので、比率が高いほど短期的な支払能力の安定性が高いと言えます。 
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１．会社の概況 

   ① 会社名等 

  商品取引員名       光陽ファイナンシャルトレード株式会社 

  代表者名         代表取締役社長 小笠原 昭夫 

  所在地          東京都中央区東日本橋二丁目１３番２号 

  電話番号         ０３－５８２５－３７３１（代） 

 

   ② 会社の沿革 

     当社は昭和 38 年 2 月大同物産株式会社として設立致しました。 

年   月 概   要 

昭和 38 年 

 

 

 

昭和 39 年 

昭和 40 年 

昭和 46 年 

 

昭和 51 年 

昭和 54 年 

昭和 55 年 

昭和 57 年 

 

 

昭和 58 年 

昭和 59 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 60 年 

昭和 62 年 

昭和 63 年 

平成 3 年 

 

2 月 

 

4 月 

11 月 

6 月 

2 月 

1 月 

 

1 月 

12 月 

9 月 

3 月 

6 月 

10 月 

9 月 

1 月 

5 月 

7 月 

 

 

 

 

 

10 月 

 

11 月 

 

5 月 

1 月 

12 月 

11 月 

12 月 

商品先物取引受託業務を目的として、大同物産株式会社を名古

屋市中区伊倉町 2－10 に創業  資本金 1,500 万円 

名古屋穀物商品取引所仲買人加入 

富山支店開設 

三島支店開設 

名古屋繊維取引所仲買人加入 

商品取引所法改正により従来の商品仲買人より商品取引員とし

て許可 

松本支店開設 

資本金 7,200 万円に増資 

ミリオン貿易株式会社に商号変更 

東京金取引所に会員加入 

ロンドン国際金融先物取引所（ＬＩＦＦＥ）会員加入 

東京穀物商品取引所に会員加入 

資本金 3億 6,000 万円に増資 

東京金取引所貴金属市場商品取引員許可 

名古屋穀物砂糖取引所砂糖市場商品取引員許可 

商品取引員東邦商事株式会社を吸収合併 

上記合併に伴ない、東京・大阪・京都・福岡支店を開設 

大阪化学繊維取引所毛糸、スフ糸市場商品取引員許可 

豊橋乾繭取引所繭糸市場商品取引員許可 

関門商品取引所商品取引員許可 

東京繊維商品取引所綿糸市場商品取引員許可 

大阪化学繊維、大阪三品取引所合併による大阪繊維取引所の設

立で同取引所商品取引員許可 

東京金、東京繊維商品、東京ゴム取引所合併による東京工業品取引

所の設立で同取引所商品取引員許可 

東京穀物商品取引所農産物市場商品取引員許可 

資本金 4億 6,000 万円に増資 

大阪砂糖取引所商品取引員許可 

資本金 5億 6,000 万円に増資 

資本金 6億 6,000 万円に増資 
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年   月 概   要 

平成 5年 

 

平成 8年 

 

平成 9年 

 

 

 

 

 

 

 

平成 10 年 

平成 11 年 

 

 

 

平成 12 年 

 

 

平成 13 年 

 

平成 14 年 

 

 

 

平成 16 年 

 

 

平成 17 年 

 

平成 18 年 

 

 

 

 

 

 

 

10 月 

 

10 月 

 

1 月 

4 月 

 

10 月 

 

 

 

12 月 

4 月 

5 月 

6 月 

10 月 

12 月 

6 月 

 

 

2 月 

6 月 

1 月 

3 月 

6 月 

8 月 

3 月 

6 月 

10 月 

8 月 

9 月 

3 月 

7 月 

 

 

 

 

 

9 月 

大阪穀物、大阪砂糖、神戸穀物、3 取引所合併による関西農産

商品取引所設立で同取引所商品取引員許可 

名古屋穀物砂糖、名古屋繊維、豊橋乾繭取引所合併により中部

商品取引所設立で同取引所商品取引員許可 

東京工業品取引所アルミニウム市場会員加入 

関西農産商品取引所、神戸生絲取引所合併による関西商品取引

所の設立で同取引所商品取引員許可 

大阪繊維、神戸ゴム取引所合併による大阪商品取引所の設立で

同取引所商品取引員許可 

大阪商品取引所アルミニウム市場商品取引員許可 

広島支店開設 

大阪商品取引所ゴム、天然ゴム指数市場会員加入 

大阪商品取引所ゴム、天然ゴム指数市場商品取引員許可 

商品投資販売業許可 

東京工業品取引所石油市場商品取引員許可 

中部商品取引所畜産物市場商品取引員許可 

中部商品取引所石油市場商品取引員許可 

本店の位置を名古屋より東京へ変更 

名古屋支店開設 

東京支店廃止 

資本金 6億 9,875 万円に増資 

光陽ファイナンシャルトレード株式会社に商号変更 

京都支店廃止 

三島支店廃止 

松本支店廃止 

大阪商品取引所ニッケル市場商品取引員許可 

中部商品取引所 農産物市場脱退 

商品ファンド販売開始 

新潟支店開設 

東京営業部開設 

広島支店廃止 

東京営業部廃止 

三晃商事株式会社との合併により本社を移転。同時に新潟支

店・大阪支店・福岡支店を移転 

東京穀物商品取引所・砂糖市場、東京工業品取引所・アルミニウ

ム市場、関西商品取引所・農産物市場・水産物市場 受託の許可

純金積立の販売開始 

営業譲渡により東京工業品取引所・ゴム市場 受託の許可 

金融商品事業部開設 
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年   月 概   要 

平成 19 年 

 

 

 

 

 

平成 20 年 

1 月 

2 月 

7 月 

 

10 月 

12 月 

2 月 

 

3 月 

金融商品事業部を東京事業部に呼称変更 

証券仲介業（金融商品仲介業）登録 

関西商品取引所 脱退 

東京事業部を東京支店に呼称変更 

富山支店廃止 

福岡支店移転 

本社移転 

東京支店廃止 

名古屋支店移転 

 

   ③ 会社の目的 

１． 商品取引所法に基づく商品市場における上場商品及び上場商品指数の取引（オプシ

ョン取引を含む。）、取引の受託並びに取次ぎ 

２． 商品取引所法の適用を受ける商品に係る売買、売買の仲介、取次ぎ若しくは代理並

びに輸出入 

３． 海外商品市場における先物取引の受託等に関する法律の適用を受ける海外商品市

場における先物取引並びにその委託又は委託の媒介、取次ぎ若しくは代理を引受け

る業務 

４． 金融商品取引法に基づく、商品投資事業に係わる金融商品の設定、運用、管理、販

売業務並びに商品投資顧問業務 

５． 金融先物取引並びにその委託、受託、取次ぎ及び代理業務 

６． 外国為替取引並びにその委託、受託、取次ぎ及び代理業務 

７． 外貨両替業務 

８． デリバティブの開発及び販売業務 

９． 投資事業組合財産の運用及び管理業務 

１０．有価証券の所有及び投資 

１１．動産、不動産の所有、管理及び利用並びに売買、交換、投資、貸借及びその仲介 

１２．日用品雑貨の製造及び販売並びに輸出入 

１３．生命保険の募集に関する業務 

１４．金融商品取引法に基づく金融商品仲介業として次に掲げる業務 

① 有価証券の売買の媒介 

② 取引所有価証券市場における有価証券の売買、有価証券指数等先物取引又は有

価証券オプション取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理並びに外国有価証券市場

における有価証券の売買又は外国市場証券先物取引の委託の媒介、取次ぎ又は

代理の媒介 

③ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

１５．前各号に付帯関連する一切の事業 

 

     （注）上記のうち   線部分の事業は現在行っておりません 

 

 

 



④　事業の内容
（1）経営組織
当社の経営組織は、次の通りであります。

業 務 部

管 理 部

名 古 屋 支 店

株

主

総

会

取

締

役

会

社

長

監

査

室

常

務

総 務 部

財 務 部

監

査

役

専

務

市 場 統 括 部

福 岡 支 店

新 潟 支 店

大 阪 支 店

本 店

－６－
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（2） 業務の内容 

当社は、商品取引所法に基づき、商品取引所が開設する商品市場に上場されている各種商

品の売買並びに先物取引（以下「商品市場における取引」という。）について顧客の委託を

受けて執行する業務（以下「受託業務」という。）及び自己の計算に基づき執行する業務（以

下「自己売買業務」という。）を主たる業務としております。 

（a） 主たる業務 

イ．商品市場における取引の受託業務 

当社は、商品取引所法第 1９０条第１項に基づき、農林水産大臣及び経済産業大臣から商

品取引受託業務の許可を得た商品取引員であり、下記の商品市場の受託会員として、当該

商品市場における取引の受託業務を行っております。（許可番号：農林水産省指令１７総

合第３４号、経済産業省平成１７・０４・０５商第３号）  

   

市場 

 

取引所 

農
産
物 

砂
糖 

貴
金
属 

ア
ル
ミ 

ゴ
ム 

天
然
ゴ
ム
指
数

ニ
ッ
ケ
ル 

石
油 

畜
産
物 

鉄
ス
ク
ラ
ッ
プ

水
産
物 上場商品名 

東京穀物商

品取引所 
○ 

 

 

 

○ 

   

一般大豆、ＮＯＮ－ＧＭＯ大豆、小豆、大豆ミ

ール、とうもろこし、コーヒー生豆（ｱﾗﾋﾞｶ･ﾛﾌﾞ

ｽﾀ）、生糸 

粗糖 

  ○    

  ○   

東京工業品

取引所 

 

 
   

 

○ 
 

○

金、銀、白金、ﾊﾟﾗｼﾞｳﾑ、金ｵﾌﾟｼｮﾝ 

アルミニウム 

ガソリン、灯油、原油 

ゴム 

     ○

     ○

  ○   

   ○  

    ○ 

中部大阪 

商品取引所 

 

 

     
○

○

ガソリン、灯油、軽油 

鶏卵 

アルミニウム 

ゴム（RSS・TSR） 

天然ゴム指数 

ニッケル 

鉄スクラップ 

 

ロ．商品市場における取引を行う業務 

自己の計算において商品市場における取引を行う業務であり、自己売買業務は上記イに

掲げた取引員加入及び会員加入の商品市場において行っております。 

 （b） 従たる業務 

金融商品取引法に基づく第二種金融商品取引業（商品ファンド販売業務）及び金融商

品仲介業を行っております。 

 純金積立の販売業務も同様に行っております。 
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⑤ 営業所の状況 

店舗の名称 所     在     地 電話番号 

本 店      〒103-0004 東京都中央区東日本橋二丁目13番2号 03-5825-3731

名古屋支店 〒450-0002 愛知県名古屋市中村区名駅五丁目30番4号 052-856-0281

大 阪 支 店      〒530-0005 大阪府大阪市北区中之島三丁目2番18号 06-6441-3500

新 潟 支 店 〒950-0087 新潟県新潟市中央区東大通二丁目5番8号 025-240-3500

福 岡 支 店      〒812-0016 福岡県福岡市博多区博多駅南一丁目3番10号 092-686-9191

 

⑥ 財務の概要（平成２０年３月決算期） 

（ａ）資本金 ６９８，７５０千円

（ｂ）純資産額*１ ４，８３１，２２２千円

（ｃ）総資産額 ８，１０１，８３２千円

（ｄ）営業収益 ２，４１８，４６６千円

  （内受取手数料） ２，４０６，９５９千円

（ｅ）経常損失 ６５５，７６８千円

（ｆ）当期純損失 ９４６，８４０千円

＊ １ 純資産額は、商品取引所第 211 条第 4項以外において準用する同法第 99 条第 7項に基

づく施行規則第 38 条の規定により算出しております。 

 

⑦ 発行済株式総数 

発行済株式の総数    １，３５１，０００株   （平成２０年３月３１日現在） 

（注） 当社の株式は非上場であり、店頭公開もしておりません。 

 

⑧ 主要株主名 

氏名 住所 所有株式数 
発行済株式数に対す

る所有株式の割合 

光陽ホールディングス（株） 東京都中央区東日本橋 １，３５１，０００株 １００ ％ 

計  １，３５１，０００株 １００ ％ 
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⑨ 役員の状況 

役名及び 氏  名 所有株

職  名 生年月日 
略     歴 

式数 

代表取締役  小笠原昭夫 昭和47年4月 協栄物産株式会社入社  

社長 昭和24年11月10日 昭和55年4月 小島商事株式会社入社  

  昭和55年9月 当社入社  

  

平成 9年4月

平成13年6月

平成15年6月

取締役就任 

常務取締役就任 

代表取締役社長就任（現職） －株

代表取締役  村上久広 昭和48年4月 ゼネラル貿易株式会社入社  

 副会長  昭和25年8月25日 平成15年6月 当社入社 取締役就任  

  平成17年3月 代表取締役就任（現職） －株

専務取締役  猪股圭次 昭和52年4月 ゼネラル貿易株式会社入社  

 昭和29年3月21日 平成16年7月 三貴商事株式会社入社  

  平成17年4月 三晃商事株式会社入社  

  平成18年7月 当社入社 専務取締役就任（現職） －株

常務取締役 田元利明 昭和43年2月 豊商事株式会社入社  

 昭和24年5月22日 平成 5年2月 当社入社  

  平成 9年4月 取締役就任  

  平成12年6月 常務取締役就任（現職） －株

取締役会長  川路耕一 昭和43年5月 吉原商品株式会社入社  

 昭和20年11月9日 平成 6年3月 当社入社 取締役就任（現職） －株

監査役 松本隆満 平成18年7月 当社入社 監査役就任（現職）  

（常勤） 昭和26年12月11日    

監査役 谷郶龍二 平成17年3月 当社入社 監査役就任（現職･社外）  

 昭和9年3月10日   －株

計 ７ 名    
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⑩ 従業員の状況 

 

男 女 別 営業／非営業 
 総  計 

男 女 営 業    非営業 

従 業 員 数       １３４人 １１１人 ２３人 ８２人 ５２人

平 均 年 齢       ３５.５才 ３７.５才 ２６.６才 ３４.５才 ３６.６才

平均勤続年数 ７.２年 ７.２年 ３.２年 ５.２年 ９.２年

外 務 員 数       ９８人 ９１人 ７人    ７９人      １９人

（注）従業員数には嘱託・契約社員を含んでおります。 
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2．営業の状況 

①  営業方針 

当社は、お客様に信頼される企業作りを目指し､商品先物取引に関するあらゆる情報サービス

を迅速かつ分り易くお客様に提供することを第一に考えております。当社の主力商品である石

油、貴金属、農産物等の基本的な相場変動要因である需給動向に加え、これらの国際商品に多

大な影響を与える為替動向の分析を充実させ、他の取扱商品を含めた幅広い情報収集と多角的

な情報分析を行っております。 

社員教育では、お客様に対して常に的確なアドバイスが出来るよう、社内で専門部署を設け

「マーケットウォッチ」と題し、毎日数回に渡り営業社員向けに相場情報の提供を行っており

ます。また、役職者全員を対象に春と秋の年２回、管理職者ゼミナールを実施し、管理職者と

してのあり方を各自が自覚するとともに、広範囲に亘る知識の収得により、有能な人材の育成

を図り、お客様に喜ばれる企業を目指しております。 

受託業務については、お客様の大切な資産をお預かりするという立場から、ご契約の前に取

引の仕組みや基本的ルールについて十分な説明を行っておりますので、初めての方にも安心し

て商品先物取引に参加していただいております。また取引開始後においても３ヶ月の間、建玉

枚数を抑制していただく習熟期間を設け、その間に商品先物取引に対する理解を深めていただ

いております。営業社員には、一時的な利潤を追求するのではなく、常にお客様の保護と育成

を念頭に置き、長期に亘って良きアドバイザーたることを求め、各種資格を得る為の教育を実

施いたしております。 

管理部門においては、本店管理部に全支店を網羅したお客様相談窓口を設置しておりますが、

各支店にもお客様サービス室員を配置することにより、お客様の商品先物取引に対する理解度

の再確認等のアフターサービスを行うとともに、お客様からの問合せや相談等に対して、迅速

に対応できるようにしております。 

 

②  当社及び当業界を取巻く環境 

平成 19 年度の我が国経済は、住宅投資の減少があったものの、総じて好調な企業業績を背

景に設備投資が堅調に推移するなか、個人消費も底固く、景気は穏かな回復が続きました。し

かしながら、年度の後半には米国のサブプライム問題に端を発した国際金融市場の混乱や急速

な円高の進行、原油や原材料などの国際商品市況の高騰を背景に、景気の先行きに対して不透

明感が台頭しました。 
一方、世界経済は、住宅市場の悪化により米国経済は減速したものの、中国・インドなど新

興国の高成長、資源国の好景気などにより全体的には堅調に推移しました。 
商品先物業界におきましては、国際商品市況に追随し激しい値動きを繰り返すなか、改正商

品取引所法により勧誘規制が強化されたことで、取引員サイドでは、営業活動の萎縮につなが

り、平成19年度の出来高は前年比16.5％減の7,107万枚と4期連続で前年度を下回りました。
また、取引員の中には、経営体質の悪化で自主廃業を余儀なくされる社も数社見受けられまし

た。一方、取引所サイドでは、東京工業品取引所が東京証券取引所と相互協力し、新たな商品

開発に向けた取組みや段階的な「24 時間取引体制」への移行が、東京穀物商品取引所では平

成 20 年 1 月 4日よりザラバ取引がスタートしたことなどが話題視されました。 
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③  営業の経過及び成果       

当事業年度における受取手数料及び売買損益は次の通りであります。 

(a)  受取手数料                                  （単位：千円） 

 

 

商品市場名 

期    別 第 46 期 

（自  平成 19 年 4 月 1 日） 

（至  平成 20 年 3 月 31 日） 

商品先物取引 

 農 産 物 市 場         

 畜 産 物 市 場         

 貴 金 属 市 場         

 ア ル ミ 市 場         

 ニ ッ ケ ル 市 場         

 砂 糖 市 場         

 ゴ ム 市 場         

 天然ゴム指数市場         

 石 油 市 場         

 鉄スクラップ市場 

 

 

1,143,570 

- 

1,060,265 

102 

- 

19,625 

17,252 

- 

162,839 

 

小        計 2,403,652 

商品ファンド 3,307 

小       計 3,307 

合        計 2,406,959 

        （注） １．消費税は含まれておりません。 

２．千円未満は切り捨て表示しております。 
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（ｂ） 売買損益                                 (単位：千円) 

 

 

 

商品市場名 

期    別 第 46 期 

(自  平成 19 年 4 月 1 日) 

(至  平成 20 年 3月 31 日) 

商品先物取引 

 農 産 物 市 場         

 畜 産 物 市 場         

 貴 金 属 市 場         

 ア ル ミ 市 場         

 ニ ッ ケ ル 市 場         

 砂 糖 市 場         

 ゴ ム 市 場         

 石 油 市 場         

 鉄スクラップ市場 

  

商品先物決済損益

79,533

-

△41,488

-

-

△1,068

2,275

△9,763

-

商品先物評価損益 

△12,328 

- 

△85 

- 

- 

△463 

50 

△5,156 

- 

合       計 29,489 △17,982 

 

   （注）１．商品先物取引の売買損益は、オプション取引に係る金額を含めて計算してお

ります。 

      ２．消費税は含まれておりません。 

      ３．千円未満は切り捨てて表示しております。 
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（ｃ） 売買高                                            （単位：枚）  

 

第 46 期 

（自  平成 19 年 4 月 １日） 

（至  平成 20 年 3 月 31 日） 

 

 

 

商品市場名 

期    別 

内 

訳 委託 自己 合計 

商品先物取引 

 農 産 物 市 場         

 畜 産 物 市 場         

 貴 金 属 市 場         

 ア ル ミ 市 場         

 ニ ッ ケ ル 市 場         

 砂 糖 市 場         

 ゴ ム 市 場         

 天然ゴム指数市場 

 石 油 市 場         

  鉄 ス ク ラ ッ プ  

549,884

-

145,103

60

-

5,632

9,272

-

138,620

-

108,436

-

148,984

-

-

9,012

55,631

-

129,267

-

 

658,320 

- 

294,087 

60 

- 

14,644 

64,903 

- 

267,887 

- 

合        計 848,571 451,330 1,299,901 

 

（注） 売買高にはオプション取引に係る売買高を含めております。また受渡しによる

決済数量は含まれておりません。 

 

④ 対処すべき課題                               

商品先物業界におきましては、制度改正以降きびしい経営環境が続いておりますが、経営理

念の柱であります「お客様第一主義」を常に心掛けて参ります。 

お客様の動向やニーズを徹底的に把握し、リスクを予想し、最も適した商品の提供・スピー

ディーな情報の提供ができるサービス体制を構築して参ります。 

フューチャーズアカデミーの開催、メール・マガジンの配信等、投資家の育成に力を入れ、

「ＫＦＴインベスターズプラザ」を中心とするサポート体制の充実を図り、お客様の信頼出来

るパートナーであり続ける企業として歩み続けて参ります。 

また、収益面の一端を担うディーリング部門の強化・充実に努め、国内市場だけではなく、

海外の市場にも目を向けたディーリング戦略に取組み、更なる発展成長を目指して参ります。 
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⑤ 受託業務管理規則等 

 
受 託 業 務 管 理 規 則  

  
 
 
（目的） 
第１条  この規則は、委託者の保護育成を図るため、受託等業務の適正な運

営及びその管理について必要な事項を定める。 
 
（管理組織） 
第２条  当社は、受託等業務に係る社内管理の経営上の責任体制の明確化を

図るため、本店に総括責任者及び副総括責任者を置くものとし、本店

及び従たる営業所ごとに管理担当責任者を置くものとする。 
   ２ 総括責任者、副総括責任者及び管理担当責任者は次の者とする。 
   （１）総括責任者は、管理部門を統括する取締役またはそれに準ずる者

とする。 
   （２）副総括責任者は、本店管理部門の課長職以上の者とする。 
   （３）管理担当責任者は、管理部門の役職者とする。 
 
（取締役会への報告） 
第３条  総括責任者は、社内管理措置の遂行状況、遵守状況について、必要

に応じて取締役会に報告するとともに、改善を要すると認められる事

項がある場合には、取締役会の承認を得て改善措置を講ずるものとす

る。 
 
（常に不適当と認められる勧誘の対象者） 
第４条  当社は、勧誘の対象者が次に掲げるものに該当すると判明したとき

は、勧誘及び受託を行わないものとする。 
   （１）未成年者、成年被後見人、被保佐人、被補助人、精神障害者、知

的障害者及び認知障害の認められる者 
  （２）生活保護法による保護を受けている世帯に属する者 
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  （３）破産者で復権を得ない者 
   （４）長期入院患者等随時連絡が取れない者 

（５）自宅療養者等医療費が収入の３割以上を占めている者 
（６）商品先物取引を行うために資金の借入れをする者 

   （７）元本欠損及び元本以上の損失のおそれのある取引は行いたくない

と意思表示をした者 
  
（原則として不適当と認められる勧誘の対象者） 
第５条  当社は、勧誘の対象者が次に掲げる者に該当すると判明したときは、

原則として勧誘及び受託を行わないものとする。ただし、第６条に定

める例外の要件を満たす場合は、この限りではない。 
   （１）年金、恩給、退職金、保険金等（以下「年金等」という。）によ

り生計をたてている者 
｢生計をたてている｣とは、それらの収入が収入全体の過半を占め

ている場合をいう。 
   （２）一定以上の収入を有しない者 

｢一定以上の収入｣とは、年間５００万円以上とする。 
   （３）一定の高齢者 

｢一定の高齢者｣とは、満年齢７５歳以上とする。ただし、満年齢が

７０歳以上７５歳未満の高齢者についても、第７条に定める適合性

の審査において、投資可能資金額が損失を被っても生活に支障のな

い範囲で設定されているか、説明を受けた商品先物取引の仕組み・

リスク等を十分に理解しているか等について、特に厳格に審査を行

うものとする。 
   （４）一定の若年者 
     ｢一定の若年者｣とは、満年齢２５歳未満とする。 
   （５）投資可能資金額を超える取引をしようとする者 
    
（原則として不適当と認められる勧誘の例外要件） 
第６条  当社は第５条に定める者であっても、次に掲げる例外の要件を満た

す場合には、不適当と認められる勧誘及び受託の例外として取り扱う

ものとする。この場合、総括責任者による適合性の審査において取扱
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いの適否を判断するものとする。 
   （１）｢年金等により生計をたてている者｣及び｢一定以上の収入を有し

ない者｣については、顧客が申告した投資可能資金額が損失を被っ

ても生活に支障のない範囲で設定されているとともに、当該投資可

能資金額についての流動資産（現預金・有価証券、以下同じ）を有

する旨の書面があること。 
   （２）｢一定の高齢者｣については、過去一定期間以上に亘り、商品先物

取引を行った経験があることなど、商品先物取引を行うのにふさわ

しい十分な投資経験があると認められるとともに、商品先物取引の

仕組み・リスクその他説明を受けた事項を的確かつ十分に理解し、

さらに、申告しようとする投資可能資金額についての流動資産を有

する旨の書面があること。 
      なお、｢過去一定期間以上｣は、直近の３年以内で延べ９０日間以

上とする。 
   （３）｢一定の若年者｣については、商品先物取引の仕組み・リスクその

他説明を受けた事項を的確かつ十分に理解しているとともに、申告

しようとする投資可能資金額についての流動資産を有する旨の書面

があること。 
   （４）｢投資可能資金額を超える取引をしようとする者｣については、顧

客が新たに申告した投資可能資金額が損失を被っても生活に支障の

ない範囲で設定されているとともに、当該投資可能資金額について

の流動資産を有する旨の書面があること。 
   ２ 顧客本人の自書により、自らが適合性の原則に照らして、原則とし 

て不適当と認められる勧誘の対象者であることを理解しているととも 
に、前項に定める例外の要件を自らが満たすことについて確認してい 
る旨の書面による申告を得るものとする。 
 

（適合性の審査） 
第７条  当社は、適合性の原則に照らして不適当と認められる者の取引への 

参入を防止するとともに、取引中の委託者についても、新たに不適当 
と認められる勧誘の対象者に該当することとなっていないかについて 
適合性の審査を行うものとする。 
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２ 適合性の審査に当っては｢口座設定申込書｣及び｢説明状況確認書兼

理解度アンケート｣を顧客から徴収し、その情報に基づいて｢顧客カー

ド｣を作成するものとする。 
３ 適合性の審査は、次の手順によって行うものとする。 

   （１）顧客が第４条に定める者に該当している場合は、直ちに勧誘を中

止するものとし、それ以外の者については適合性の審査を行うもの

とする。 
   （２）副総括責任者は、｢適合性審査要領｣に基づく適合性の審査につい

て、｢適合性に関する審査表｣に必要事項を記載して総括責任者へ報

告する。 
   （３）前号において、｢適合性に関する審査表｣には、審査日、審査者、

審査対象者の属性及び審査の内容等を記載し、取引終了後３年間保

存するものとする 
   （４）総括責任者は、適合性の審査について適否を判断するとともに、

その結果に応じて受託の適否を判断する。 
   ４ 勧誘及び審査の過程において、顧客が適合性を有していないことが 

判明した場合、または、第５条に定める者に該当している顧客が第６ 
条に定める原則として不適当と認められる勧誘の例外要件を満たして 
いない場合には、直ちに勧誘を中止するものとする。 

   ５ 新たに取引に参入しようとする顧客については、総括責任者が適合

性の審査及び受託の適否を判断する前に、次のことを行わないものと

する。 
   （１）約諾書の差入れをうけること 
   （２）取引証拠金等の預託を受けること 
   （３）取引を受託すること 
   ６ 取引中の委託者が、新たに第４条に定める者に該当することが判明

した場合には、新たな取引の勧誘及び受託を行わないものとし、新た

に第５条に定める者に該当することが判明した場合には、改めて適合

性の審査を実施するものとする。 
 
（説明状況確認書兼理解度アンケート及び口座設定申込書の徴収） 
第８条  当社は、顧客の属性及び商品先物取引の内容に対する理解度を確認
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するとともに、取引への参加の意思を明らかにするため、｢説明状況

確認書兼理解度アンケート｣及び｢口座設定申込書｣を顧客から徴収す

るものとする。 
 ｢説明状況確認書兼理解度アンケート｣は、次の事項を記載するもの

とする。 
（１）勧誘の状況 
（２）商品先物取引の内容（取引の仕組み、リスク、取引証拠金等）に

ついての理解度 
（３）｢予測が外れた場合の売買対処方法｣についての理解度 
（４）その他顧客の理解度を確認するために必要と認める事項 
 ｢口座設定申込書｣は、次の事項を記載するものとする。 
（１）氏名、住所、年齢、生年月日、性別、電話番号 
（２）家族構成 

   （３）職業、勤務先名、役職、勤続年数、勤務先電話番号 
   （４）株式取引等の経験の有無 
   （５）商品先物取引の経験の有無 
   （６）資産及び収入の状況 
   （７）投資可能資金額 
   （８）受託契約を締結する目的 
   （９）その他必要と認める事項 
   ２ 前項において、｢投資可能資金額｣とは、損失を被っても生活に支障

のない範囲で取引証拠金等として差入れ可能な資金総額をいい、既に

商品先物取引によって損失（評価損を含む）が発生している場合には

当該損失額を控除するものとし、その意味を説明した上で、顧客から

具体的な金額の申告を受けるものとする。 
   ３ ｢説明状況確認書兼理解度アンケート｣及び｢口座設定申込書｣は、取

引終了後３年間保存するものとする。 
 
（顧客カードの整備） 
第９条  当社は、顧客の属性を的確に把握するため、本店及び従たる営業所

ごとに次の事項を記載した｢顧客カード｣を備え付けるものとする。 
   （１）氏名、住所、年齢、生年月日、性別、電話番号 
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   （２）家族構成 
   （３）職業、勤務先名、役職、勤務先所在地、勤務先電話番号 
   （４）株式取引等の経験の有無 
   （５）商品先物取引の経験の有無 
   （６）資産及び収入の状況  
   （７）投資可能資金額 
   （８）その他必要と認める事項 
   ２ ｢顧客カード｣に記載された顧客の属性情報に変更等があった場合は

その旨を追加記載するなどして、最新の情報を保つものとする。  
   ３ ｢顧客カード｣は、取引終了後５年間保存するものとする。 
 
（勧誘に先立っての告知） 
第１０条 当社は、商品先物取引の勧誘に先立って、顧客に次の事項を告知す

るものとする。 
   （１）当社の商号 
   （２）登録外務員の氏名 
   （３）商品先物取引の勧誘であること 
   ２ 当社は、前項に定める事項を告知した上で、当該顧客に勧誘を受け

る意思の有無を確認するものとし、勧誘を受ける意思がない場合には

勧誘行為を中止するものとする。 
 ３ 第１項及び第２項に係る記録として、次の事項を記載した｢勧誘告

知確認書｣を作成し、取引終了後３年間保存するものとする。 
   （１）登録外務員の氏名 
   （２）顧客の氏名 
   （３）顧客に対して告知をした日時・場所 
   （４）顧客の意思表示の内容 

    
（迷惑勧誘の禁止） 
第１１条 当社は、商品先物取引の勧誘において、次の事項を定め、適正な勧

誘行為を遂行するものとする。 
   （１）深夜及び早朝等社会通念上迷惑と思われる時間帯（午後９時頃か

ら午前８時頃までを目安とする）に、電話または訪問による勧誘を
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行わないものとする。ただし、顧客による具体的な指示または承諾

に基づく場合を除く。 
   （２）顧客の意思に反して、長時間に亘る勧誘を行わないものとする。 
   （３）顧客に対し、威迫し、困惑させ、または不安の念を生じさせるよ

うな勧誘を行わないものとする。 
   （４）顧客が迷惑であると表明した時間・場所・方法で勧誘を行わない

ものとする。 
   ２ 当社は、顧客から商品先物取引の勧誘を受けることに対しての明確 

な拒否があった場合、または、商品先物取引の委託を行わない旨の明 
確な意思表示があった場合には、当該顧客に対する再勧誘を行わない 
ものとする。 

   ３ 前項に係る顧客の情報は、本店管理部で集約するとともに、営業部

に対するメール及び掲示等の方法により社内に周知徹底することによ

り、再勧誘を防止するものとする。     
 
（勧誘の際の説明と確認） 
第１２条 当社は、商品先物取引の勧誘に際して、顧客に事前交付書面、受託

契約準則、｢予測が外れた場合の売買対処説明書｣等の関係書類を交付

し、商品先物取引の仕組みやリスク等について説明した上で、顧客の

判断と責任において取引を行うことについて自覚を促すものとする。 
   ２ 前項において、まず、商品取引所法第２１７条第１項第１号から第

３号までに規定する商品先物取引の仕組み・リスク等について次の事

項を説明し、顧客が理解したことを確認するものとする。 
   （１）商品先物取引は、現物の取引とは異なり、商品先物取引の担保と

して預託しなければならない商品取引所法で定める取引証拠金等の

１０～３０倍程度の額の取引を行うものであり、相場の変動が小さ

くても取引額全体では大きな額の変動（つまり、大きな利益又は損

失）が生ずるハイリスク・ハイリターンの取引であること。 
   （２）商品先物取引は、預託した取引証拠金等が相場の変動によって短

期間に減損するおそれがあり、預託した取引証拠金等の全額を上回

る損失が発生するおそれがあること。 
   ３ 前項に対する顧客の理解を確認後、商品取引所法第２１７条第１項 
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第４号に基づく商品取引所法施行規則第１０４条に定める事項につい 
て説明し、顧客が理解したことを確認するものとする。 

   ４ 事前交付書面の説明状況及び顧客の理解確認については、｢説明状 
況確認書兼理解度アンケート｣により行うものとする。 
 

（商品先物取引の未経験者の保護措置） 
第１３条 当社は、商品先物取引の経験がない委託者の保護育成を図るため、

次に掲げる保護措置を定めて実施するものとする。 
   （１）未経験者に対する勧誘・契約に当っては、商品先物取引の仕組み

及びリスクその他事前交付書面の記載事項について分かりやすく説

明するとともに、その理解の確認を行い、委託者の取引自己責任を

徹底するものとする。 
   （２）未経験者の保護措置に係る取引額は、取引本証拠金の額が当該委

託者が申告した投資可能資金額の１／３となる水準迄の額とする。 
     なお、取引追証拠金、取引定時増証拠金、取引臨時増証拠金につい

ては、本号の対象から除外するものとする。 
   ２ 前項第２号において、当該委託者が保護措置に係る取引額を超える

取引を希望する場合は、別に定める審査を実施することにより、総括

責任者が受託の適否を判断するものとする。 
   ３ 取引経験の有無の基準は、直近の３年以内に延べ９０日以上の取引

経験があることとする。 
   ４ 取引経験の有無については、当該委託者から徴収した｢口座設定申

込書｣を参考とする。 
   ５ 保護措置の対象期間は、最初の取引を開始した日から３ヶ月を経過

するまでの期間とする。 
 
（管理担当責任者の職務） 
第１４条 管理担当責任者の職務は次の通りとする。 
   （１）｢口座設定申込書｣及び｢説明状況確認書兼理解度アンケート｣によ

る顧客の属性及び商品先物取引の仕組みやリスクに対する理解度の

確認 
   （２）｢顧客カード｣に記載された内容の確認及び最新情報の記載 
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   （３）顧客が第４条及び第５条に定める不適当と認められる勧誘の対象

者に該当していないかの確認、並びに第５条に該当している場合に

例外の要件を満たしているかの確認 
   （４）委託者の知識、経験及び財産の状況等に照らして不相応と判断さ

れる取引の抑制 
   （５）登録外務員等の委託者に対する連絡及びサービス状況等の把握並

びに必要が認められた場合の指導 
   （６）委託者の取引状況の監視及び取引状況に異常な兆候が認められた

場合の迅速適切な措置 
   （７）委託者からの問い合わせ、苦情、紛争等に対する適切な対応 
   （８）過去に恣意的に紛争を多発した委託者の参入防止措置 
   （９）商品先物取引に必要な知識の啓蒙普及並びに委託者の理解度を向

上させるための必要な措置 
   （10）登録外務員等に対する関係法令諸規則等の遵守に係る指導及び遵

守状況の監視並びに不適正な事実を発見した場合の迅速適切な措置 
   （11）その他委託者の保護育成のために必要と認められる事項 
 
（副総括責任者の職務） 
第１５条 副総括責任者の職務は次の通りとする。 
   （１）第７条に定める適合性の審査及び第１３条第２項に定める商品先

物取引の経験がない委託者からの保護措置に係る取引額を超える取

引の受託審査に関して｢適合性に関する審査表｣の記載並びに総括責

任者への報告 
   （２）登録外務員等に対する関係法令諸規則等の遵守に係る指導及び教

育 
   （３）苦情又は紛争が発生した場合の営業部門に対する調査の要請及び

再発防止策の提言 
   （４）総括責任者の職務の補佐 
   （５）その他委託者の保護育成のために必要と認められる事項 
 
（総括責任者の職務） 
第１６条 総括責任者の職務は次の通りとする。 
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   （１）適合性の審査に係る適否の判断及び受託の適否の判断 
   （２）商品先物取引の経験がない委託者が保護措置に係る取引額を超え

る取引を希望する場合の受託審査に係る適否の判断 
   （３）登録外務員等に対する関係法令諸規則等の遵守に係る指導及び教

育  
   （４）苦情又は紛争が発生した場合の営業部門に対する調査の要請及び

再発防止策の提言 
   （５）受託等業務の適正な運営及び委託者の保護育成等に関する事項に

ついての取締役会への報告 
   （６）社内制裁が必要と認められる登録外務員等の取締役会への意見具

申 
   （７）受託等業務の適正な運営及びその管理について必要と認められる

事項 
   （８）その他委託者の保護育成のために必要と認められる事項 
 
（不正資金の流入防止措置） 
第１７条 当社は、以下に規定する者からの受託に当っては、不正資金の流入

を防止するため、次項以下の措置を講ずるものとする。なお、これら

の者から受託しようとする場合には、あらかじめ当該顧客の自書によ

り、自己資金による取引である旨の書面での申し出があり、総括責任

者が認めた場合に限り受託を行うものとする。 
   （１）銀行、農業・漁業の協同組合、信用組合、信用金庫、郵便局など

の金融機関において、金銭、有価証券等の出納業務に携わる者 
   （２）国・地方公共団体その他公益機関において、金銭、有価証券等の

出納業務に携わる者 
   （３）民間企業等における経理、財務等の担当者 
   ２ 当該委託者からの実質入金額の累計が３，０００万円を超えたと 

き、当該委託者の資金について調査を開始するものとする。その後、 
３，０００万円を基準に１，０００万円を超えるごとに再度調査を開 
始するものとする。  

   ３ 調査は、管理部門（管理担当責任者等）が当該委託者から資金の出 
所（自己資金かどうか）を聴取して行うものとする。この場合、営業 
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部門は当該委託者の情報を提供する等、調査に協力しなければならな 
い。ただし、調査が困難と判断した時は、興信所その他外部機関に委 
託する等資金調査に必要な措置を講ずるものとする。 

   ４ 前項の管理部門による調査において、当該委託者から自己資金によ 
る取引であるとの申し出があった場合には、そのことを証する自書に 
よる書面の提出を受けるものとする。 

   ５ 当該委託者から前項に定める自己資金による取引であることを証す 
る書面の提出がない場合には、新たな入金及び建玉の追加は受けない 
ものとする。 

   ６ 調査の結果、委託者から不正資金による取引資金の預託を受けてい 
たことが判明したときは、当該委託者に対し、速やかに決済するよう 
要請するとともに、その後の入金は不正資金の有無に係らず受託しな 
いものとする。 

   ７ 本条に定める調査に関しては、その記録を作成し、これを１０年間 
保存するものとする。 

 
（委託者との入出金に係る管理措置） 
第１８条 当社は、委託者との間の入金及び出金は原則として振込みにより行 

うものとする。ただし、やむを得ず現金の受渡しを行う必要がある場 
合については委託者ごとにその必要性等について個別に審査を行うも 
のとする。 

   ２ 取引証拠金等を現金により受領する場合には、あらかじめ金額を記 
載した取引証拠金預り証の交付と同時に行うものとする。 

   ３ 外務員が委託者から現金で入出金したときは、当該外務員以外の役

職員が、当該委託者に対し、入出金の額、日時、担当外務員の氏名等

について確認するものとする。 
   ４ 現金の受領に当たっては、原則として複数の役職員で対応するもの

とする。ただし、やむを得ず１人の外務員で対応する場合には、営業

部門の責任者又は支店長の承認を得るものとする。 
 
（委託者の疑義等の解明努力） 
第１９条 当社は、取引等に対する委託者からの疑義・相談等について、誠意 
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を持って適切に対処し、疑義等の解明に努めるものとする。 
   ２ 疑義・相談等の受付窓口は管理部とし、委託者に周知するものとす 

る。 
   ３ 疑義等の解明に当たっては、取引経過の記録の充実・整備を図ると

ともに、必要に応じて関係資料を提示するなどして、早期に疑義等

の払拭に努めるものとする。 
 
（広告・宣伝に係る管理措置） 
第２０条 当社は、日本商品先物取引協会の定める｢会員の広告等に関する規

則｣及び｢会員の広告等に関する指針｣に基づき、広告に係る社内管理

責任者を定め、その表示内容及び方法等について適正な管理を行うも

のとする。 
   ２ 広告・宣伝に係る社内管理責任者は、管理部門を統括する取締役ま

たはそれに準ずる者とする。 
   ３ 広告・宣伝に係る社内管理責任者は、広告・宣伝の実施に先立って

その内容を審査するものとする。 
 
（取引証拠金の額に係る措置） 
第２１条 当社は、上場商品及び上場商品指数等の取引本証拠金の額を、商品

取引所が定める取引本証拠金基準額と同額または同基準額に一定額を

加えた額とする。 
   ２ 取引追証拠金の額は、値洗損金額が取引本証拠金基準額の１／２を

超えた場合に、取引本証拠金基準額の１／２相当額から値洗損金相当

額までの範囲内の額とする。 
   ３ 当社が取り扱う上場商品及び上場商品指数等の取引本証拠金等の額

については、委託者に周知するとともに、その記録を作成して３年間

保存するものとする。 
 
（委託手数料の額に係る措置） 
第２２条 当社は、上場商品及び上場商品指数等の委託手数料の額を委託者に

周知するとともにその記録を作成して、３年間保存するものとする。  
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（勧誘方針の策定及び公表） 
第２３条 当社は勧誘方針を策定し、それに基づく適切な受託業務を行うもの

とする。 
   ２ 勧誘方針は本店及び支店に掲示する他、インターネットのホームペ

ージに掲載するものとする。 
 
（その他の管理措置） 
第２４条 当社は、全役職員に対して関係法令諸規則及び本規則を遵守する旨

を徹底し、適正な受託等業務の遂行及び委託者の保護育成を図るもの

とする。 
   ２ 当社の全役職員は、関係法令諸規則に定める禁止行為を行ってはな

らないものとする。 
 
（違反者に対する懲戒） 
第２５条 当社は、関係法令諸規則及び本規則を遵守せず、または禁止行為を

行った者に対しては、別に定める規定により、これを懲戒する。 
 
（本規則の改廃） 
第２６条 本規則を改廃する場合は、取締役会の決議を経なければならない。 
 
（日本商品先物取引協会への届出） 
第２７条 本規則は、日本商品先物取引協会へ届け出るものとし、これを変更

したときも同様とする。 
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付   則 
 
１．本規則は平成１０年９月１日より実施する。 
２．平成１２年４月１日、一部改正。 
３．平成１４年１月４日、一部改正。 
４．平成１５年４月１日、一部改正。 
５．平成１５年６月６日、一部改正。 
６．平成１６年６月２４日、一部改正。 
７．平成１７年５月１日、一部改正及び追加。 
８．平成１７年１０月１日、一部改正。 
９．平成１８年７月１日、一部改正。 
１０．平成１９年１１月２７日、一部改正。 
１１．平成１９年１２月２５日、一部改正。 
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取引未経験者に対する保護措置の例外に関する審査 
 
 

平成１８年７月１日 
 
 

当社は、受託業務管理規則第１３条第２項に基づき、商品先物取引の経験が

ない委託者が、保護措置に係る取引額を超える取引を希望する場合にあっては

次の手順により審査を行い、受託の適否を判断するものとする。 
 
１．当該委託者から、商品先物取引の経験がない委託者を保護するために取 
引額を制限する措置が設けられていること及び保護措置の例外の要件を理

解しているとともに、当該要件を自らが満たすことについて確認している

旨の書面での申告を得るものとする。 
  ｢保護措置の例外の要件｣とは、委託者本人が保護措置に係る取引額を超

える取引を希望し、商品先物取引に習熟していると認められる事をいう。 
 
 ２．当該委託者から、商品先物取引に習熟していることを客観的に確認する 
ための｢習熟度確認アンケート｣を徴収するものとする。 
 なお、｢習熟度確認アンケート｣は、取引終了後３年間保存するものとす 
る。 

 
 ３．当該委託者から、取引未経験者に対する保護措置の解除に係る自書によ 
る申出書の差入れを受けるとともに、設定している投資可能資金額につい 
ての流動資産を有している旨の書面での申告を得るものとする。 
 

 ４．副総括責任者は、当該委託者の属性及び当該委託者からの申告等により 
｢適合性に関する審査表｣に必要事項を記載して総括責任者に報告する。  

 
５．総括責任者は、取引未経験者に対する保護措置の例外について、当該委 
託者の適合性の審査を行い、その適否を判断する。 
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⑥ 外務員の登録状況 

期 首    新規登録数 登録抹消数 期 末    

登録外務員数   登録外務員数 

２２１名 ３０名 １４９名 １０２名 

（注）登録外務員数には役員を含んでおります。 

 

⑦ 委託者に関する事項 

期 首    新規委託者数 期 末    

 委託者数  委託者数 

１,４２６名 １,０７１名 １,１６８名 

 

⑧ 苦情・紛争･訴訟に関する事項 

(a) 顧客等が提起したもの                 

                       

   

 
当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件 

  

 苦情 紛争 訴訟 苦情 紛争 訴訟   

   

   

   

 

  

相互の話合い

による解決 

紛争処理機

関での解決 
  

相互に 

話合い中 

紛争処理機

関で処理中 
  

  

   

   

   

 

当該年度に新

規に発生した案

件の件数 

82 件 7 件 3 件       

  

   

 
92 件 50 件 3 件 0 件 32 件 4 件 3 件

  

   

   

   

 

前年度から継続

している案件の

件数 

47 件 2 件 32 件       

  

   

 
82 件 21 件 2 件 17 件 26 件 0 件 15 件

  

  

 
合計   174 件 71 件 5 件 17 件 58 件 4 件 18 件  
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(b) 当社が提起したもの                     

                           

 当該年度中の解決案件 当該年度中の解決案件    

 
  

紛争 訴訟 紛争 訴訟    

    

    

    

 

当該年度に新規に発生

した案件の件数 
        

   

 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件    

    

    

    

 

前年度から継続してい

る案件の件数 
        

   

 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件    

    
合計 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

   
 
                        

                           

(c) 値合金処理に関するもの                    

                           

 当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件    

 
  

事務処理ミス システム障害 事務処理ミス システム障害    

    

    

    

 

当該年度に新規に発生

した案件の件数 
10 0 0 0 

   

 10 件 8 件 0 件 2 件 0 件    

    

    

    

 

前年度から継続してい

る案件の件数 
  0   0 

   

 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件    

    

 
合計       10 件 8 件 0 件 2 件 0 件

   

                          

 



３．経理の状況
①  貸借対照表

貸 借 対 照 表

(平成20年3月31日現在) (単位：千円)

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

流動資産 [ 6,037,781 ] 流動負債 [ 2,894,808 ]
現 金 預 金 2,543,820 未 払 法 人 税 等 11,408
委託者保護基金預託金 150,000 預 り 証 拠 金 2,652,610
委 託 者 未 収 金 116,753 未 払 金 108,721
商 品 ・ 貯 蔵 品 86,911 未 払 費 用 46,884
前 払 費 用 19,498 賞 与 引 当 金 30,000
保 管 有 価 証 券 184,835 そ の 他 の 流動 負債 45,184
差 入 保 証 金 1,575,446
委託者先物取引差金 1,080,657
繰 延 税 金 資 産 31,577 固定負債 [ 315,566 ]
短 期 貸 付 金 131,160 長 期 未 払 金 1,368
未 収 入 金 11,594 繰 延 税 金 負 債 11,222
未 収 消 費 税 等 50,560 役員退職慰労引当金 149,246
未 収 収 益 56,752 商品取引に係る損失引当金 153,730
そ の 他 の 流動 資産 27,586
貸 倒 引 当 金 ▲ 29,373

特別法上の準備金 [ 147,314 ]
固定資産 [ 2,064,051 ] 商品取引責任準備金 147,314
有形固定資産 ( 794,018 )
建 物 265,346
建物減価償却累計額 ▲ 142,765
構 築 物 90,796
構築物減価償却累計額 ▲ 60,447
什 器 備 品 98,431
什器備品減価償却累計額 ▲ 35,796
土 地 578,454 （純資産の部）

無形固定資産 ( 144,703 ) 株主資本 [ 4,744,143 ]
電 話 加 入 権 53,191 資本金 698,750
ソ フ ト ウ エ ア 91,512 資本剰余金 659,040

投資その他の資産 ( 1,125,328 ) 資本準備金 659,040
投 資 有 価 証 券 3,125 利益剰余金 3,386,353
関 連 会 社 株 式 42,000 利益準備金 296,635
出 資 金 ・ 加 入 金 220,700 その他の利益剰余金 3,089,718
前 払 年 金 費 用 27,580 （任意積立金） ( 900,000 )
長 期 未 収 債 権 88,406 （配当準備積立金） ( 400,000 )
長 期 差 入 保 証 金 705,089 （増資準備積立金） ( 400,000 )
長 期 貸 付 金 91,305 （別途積立金） ( 920,000 )
長 期 前 払 費 用 46,274 （繰越利益剰余金） ( 469,718 )
そ の 他 の 投 資 53,904
貸 倒 引 当 金 ▲ 153,057

8,101,832 8,101,832

4,744,143

負債合計 3,357,689

資産合計

(資産の部) (負債の部)

負債・純資産合計

純資産合計
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②  損益計算書
損　益　計　算　書

（単位：千円）

金           額

2,418,466

( )
( )

3,091,862

営 　　業　 　損　 　失 673,396

29,549

15,792
8,009
5,747

11,921

8,946
2,975

経      常      損      失 655,768

13,667

5,400

7,040

1,099

128

283,173

111,287

54,505

7,441

48,888

60,885

165

925,274

8,279

10,253

3,032

946,840

取引所脱退持分返戻益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 の 特 別 利 益

税 引 前 当 期 純 損 失

固 定 資 産 除 去 損

商品取引に係る損失引当金繰入

特 別 損 失

29,489

ｺ ﾐ ｯ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾗ ｲ ﾝ ﾌ ｨ ｰ

営 業 外 費 用

雑 損 失

営 業 費 用

商品先物決済損益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当金
雑 収 入

販売費及び一般管理費 2,991,972

営 業 収 益

受 取 手 数 料
売 買 損 益

2,406,959
11,506

自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

△ 17,982

先 物 取 引 に 係 る 費用 99,890

従 業 員 退 職 加 算 金

商品先物評価損益

特 別 利 益

そ の 他 の 営 業 外 収益

投 資 有 価 証 券 売 却益

商品取 引 責 任 準 備 金 繰 入

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

事務所移転等関連損失

当 期 純 損 失

法 人 税 等 調 整 額

更正等による法人税等納付税額

そ の 他 の 特 別 損 失
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③株式資本等変動計算書

自　平成19年4月 1日　 　　　
至　平成20年3月31日　 　　　

(単位：千円）

任意積立金
配当準備
積立金

増資準備積立金

前期末残高 698,750 659,040 659,040 296,635 900,000 400,000 400,000

当期変動額

　　剰余金の配当

　　当期純損失 　

当期変動額合計 - - - - - - -

当期末残高 698,750 659,040 659,040 296,635 900,000 400,000 400,000

別途積立金
繰 越 利 益
剰　余　金

前期末残高 920,000 1,619,209 4,535,844 5,893,634 - - 5,893,634

当期変動額

　　剰余金の配当 △ 202,650 △ 202,650 △ 202,650 △ 202,650

　　当期純損失 △ 946,840 △ 946,840 △ 946,840 △ 946,840

　 　

当期変動額合計 - △ 1,149,490 △ 1,149,490 △ 1,149,490 △ 1,149,490

当期末残高 920,000 469,718 3,386,353 4,744,143 - - 4,744,143

利益剰余金
合　　　　計

資本剰余金
合　　　　計

資　　本　　剰　　余　　金

資本準備金

そ　　の　　他　　利　　益　　剰　　余　　金

利　　　　益　　　剰　　　　余　　　　金　

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資　本　金

利益準備金

株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本

利　　益　　剰　　余　　金

その他の利益剰余金

評 　価 　・ 　換 　算
差 　額 　等

純 資 産 合 計

株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差額等合計
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④  個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法 

(a) その他有価証券 

時価のあるもの 

当期末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算出）。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法。 

(b) 保管有価証券 

商品取引所法施行規則第39条の規定により㈱日本商品清算機構が定めた充用価格

によっており、主な有価証券の価格は次のとおりであります。 

利付国債証券  額面金額の  80%～85% 

社債（上場銘柄） 額面金額の  65% 

株券（一部上場銘柄） 時価の  70%相当額 

倉荷証券  時価の  70%相当額 

(2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 移動平均法による低価法。 

(3)  固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産・・・・定率法。 

但し､平成 10 年 4 月 1 日以降に取得の建物（付属設備は除

く）については、法人税法に定める定額法を採用しており

ます。 

 無形固定資産・・・・定額法。  

自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

        (会計方針の変更) 

        当事業年度から、平成 19 年度の法人税法の改正((所得税法の一部を改正する法律 

平成 19 年 3 月 30 日 法律第 6 号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 平

成 19 年 3 月 30 日 政令第 83 号))に伴ない、平成 19 年 4 月 1日以降に取得した固

定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。なお、

この変更に伴なう損益に与える影響は軽微であります。 

       (追加情報) 

当事業年度から、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。

なお、この変更に伴なう損益に与える影響は軽微であります。 

 

(4)  引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

(a)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(b)賞与引当金 

従業員の賞与金の支払に備えて、将来の見込額のうち当期の負担部分を計上してお

ります。 
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 (c)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき計上しております。なお、退職給付引当金の超過部分 27,580 千円は

前払年金費用として処理しております。数理計算上の差異は７年による定額法によ

り翌期から費用処理することとしております。 

 (d)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。 

(e)商品取引責任準備金  

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品取引所法第 221 条 1 項の規定に基

づき、同施行規則に定める額を計上しております。 

(f)商品取引に係る損失引当金 

商品取引事故に備えるため、将来の損害賠償見込額のうち、商品取引責任準備金で

不足する額を計上しております。 

 

(5)  営業収益の計上基準 

(a) 受取手数料 

商品先物取引 ・・・「商品先物取引統一基準」に基づき、約定日基準により計上し

ております。 

商品ファンド取引・・取引約定日に計上しております。 

(b) 売買損益 

商品先物決済損益は、反対売買または受渡しにより決済したときに計上しておりま

す。また未決済建玉については、時価による評価損益を計上しております。 

(6)  リースにより使用する固定資産に関する注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

(7)  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

（会計方針の変更） 

(3)「固定資産の減価償却の方法」に記載している、平成 19 年度の法人税法の改正に伴な

う減価償却の方法の変更以外の変更はありません。 

  

 （貸借対照表に関する注記） 

(1) 担保に供している資産 

        定期預金                 510,000 千円 

上記定期預金に対して 100,000 千円の借越し契約を結んでおります。 

(2) 関係会社に対する金銭債権 

短期金銭債権              108,000 千円 

 

(3) 監査役に対する金銭債権 

短期金銭債権                 360 千円 

長期金銭債権               14,400 千円 
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（損益計算書に関する注記） 

(1) 関係会社との取引高 

営業取引高               133,713 千円 

営業取引以外の取引高           7,718 千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

(1) 当該事業年度の末日における発行済株式の普通株式数 

                           1,351,000 株 

(2) 当該事業年度に行った剰余金の配当に関する事項 

平成 19 年 11 月 20 日の取締役会において、次の通り決議しました。 

( a )  配 当 の 総 額                   2 0 2 , 6 5 0 千 円 

( b )  配 当 の 原 資                      利 益 剰 余 金 

( c )  1 株 当たり配当額                     1 5 0 円 0 0 銭 

( d )  基 準 日                平 成 1 9 年   9 月 3 0 日 

( e )  効 力 発生日              平 成 1 9 年  1 1 月 2 9 日 

 

 (3) 当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成 20 年 6 月 12 日の株主総会に議案として、普通株式の配当に関する事項を次の通り

提案する予定であります。 

( a )  配 当 の 総 額                    8 1 , 0 6 0 千 円 

( b )  配 当 の 原 資                      利 益 剰 余 金 

( c )  1 株 当たり配当額                      6 0 円 0 0 銭 

( d )  基 準 日                平 成 2 0 年   3 月 3 1 日 

( e )  効 力 発生日              平 成 2 0 年   6 月 1 3 日 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                  （単位：千円） 

繰延税金資産（流動） 

商品                     4,523 

賞与引当金                  12,207 

貸倒引当金限度超過額             11,952 

未払法人事業税                   788 

未払事業所税                   602 

未払社会保険料                 1,504  

   繰延税金資産合計            31,577   

 

繰延税金負債（固定） 
前払年金費用                 11,222  

   繰延税金負債合計            11,222  

 

（リースより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産として

車輌運搬具と電子計算機周辺機器等があります。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

1.親会社及び法人主要株主等 
関係内容 

属性 
会 社 等 

の 名 称 

資 本 金

( 千 円 )

事業の 

内容又

は職業 

議 決 権等の

所有(被所有)

割 合 （％）

役員の

兼任等

事実上 

の関係 

取 引 の

内 容

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）

経営管理

指 導

経営管理

費の支払
133,050 - -

- 
配 当 金

の 支 払
202,650 - -

- 
貸 付 金

の 返 済
※3  456,000 

短期貸

付 金 
108,000

利 息 の

受 取

貸付金利

息の受取
※1   7,718 - -

親会社 

光陽ﾎｰﾙ 

ﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

株式会社 

3,800,000
持株 

会社 

（被所有）

直接 100% 

間接 －% 

兼任

5名 

社 内 報

の 支 払

購 読 料

の 支 払
※2    663 未払金 105

 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※ 1 貸付金について市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しています。 

※ 2 一般的な市場価格を勘案し、取引金額を決定しています。 

※ 3 貸付金の返済については、返済期間を定め分割返済しております。 

 

2.兄弟会社等 
関係内容 

属 性 
会 社 等 

の 名 称 

資 本 金

( 千 円 )

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議決権等の

所有(被所

有 )

割合（％）

役員の

兼任等

事実上

の関係

取 引 の

内 容

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残

高 

（千円）

運用益

の受取

純金積立

運 用 益
87 

親会社の

子 会 社 

三貴商事

株式会社 
1,000,000

商品先物 

取 引 業 

（被所有）

直接 －%

間接 －%

兼任

3名 手数料

の支払

業務委託

手数料の

支 払

※5     43 

未収入金 31

- 

物品等の購

入による支

払 

193,564 未払金 8,531

- 

社内行事

等による

支 払

※2  13,030 - -

社内報

の支払

購読料の

支 払
※2  1,321 - -

- 
貸付金の

返 済
※3  30,000 短期貸付金 15,000

利息の

受 取

貸付金利

息の受取
※1   664 - -

親会社の

子 会 社 

光陽ﾋﾞｼﾞﾈ

ｽｻｰﾋﾞｽ株

式 会 社 

10,000

ｼｽﾃﾑ保守 

及 び 

購 買 業 

（被所有）

直接 －%

間接 －%

兼任

2名 

手数料

の受取

自動販売機

手数料の受

取 

※4   368 未収入金 12

地代の

受 取

土地地代

の 受 取
※2  1,200 前受収益 105

- 
貸付金の

返 済
- 
短期貸付金 

長期貸付金 

6,000

44,000

利息の

受 取

貸付金利

息の受取
※1  1,064 - -

敷金の

支 払

事務所賃貸

借による敷

金の支払

9,932 敷金 20,416

親会社の

子 会 社 

光陽不動

産株式会

社 

10,000 不動産業 

（被所有）

直接 －%

間接 －%

兼任

2名 

家賃等

の支払

家賃及び不

動産関連費

等の支払

※2  26,702 
未払金 

前払費用 

282

3,122

 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※ 1 貸付金について市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しています。 

※ 2 一般的な市場価格を勘案し、取引金額を決定しています。 

※ 3 貸付金の返済については、返済期間を定め分割返済しております。 

※ 4 販売手数料の受取については、取引に応じ一定割合の販売手数料を受取っております。 
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※ 5 業務手数料の支払については、取引に応じ一定割合の支払手数料を支払っております。 

 

 

3.役員及び個人主要株主等 
関係内容 

属 性 
会 社 等 

の 名 称 

資本金 

(千円) 

事 業 の 

内 容 

又は職業 

議決権等の

所有(被所

有 )

割合（％）

役員の

兼任等

事実上 

の関係 

取 引 の

内 容

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円）

役 員 川路 耕一 - 

当 社 

取締役会

長 

（被所有）

直接 －%

間接68.6%

- - 

所 有 不動産

の 売 却

売却代金

売却益

 

 

※6  27,187 

1,099 

- - 

資金の貸

付 

- 

貸 付 金

貸付金の返済 15,000 

※3   240 

短期貸付

金 

長期貸付

金 

360

14,400
役 員 松本 隆満 - 

当 社 

監 査 役 

（被所有）

直接 －%

間接 0.2%

- 

利息の受

取 

貸 付 金利息

の 受 取
※1   227 - - 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

※1 貸付金について市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しています。 

※3 貸付金の返済については、返済期間を定め分割返済しております。 

※6 固定資産の売却について、価格その他の取引条件は、一般的取引条件と同様に決定しています。 

 

（1 株当り情報に関する注記） 

(1) 1 株当りの純資産額             3,511 円 57 銭 

(2) 1 株当りの当期純損失            △700 円 84 銭 

 

（その他の注記） 

表示は千円未満を切捨てて表示しております。 

 

 

⑤ 監査に関する事項 

当社は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき平成 19 年 4 月 1 日から平成 20 年 3

月 31 日までの計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について会計監査人の監査を受けております。 
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⑥ 財務比率     

諸           項            目 比  率 

（ａ） 純資産額規制比率[純資産額（※1）／リスク額（※1）×100 ] 1,255 ％ 

（ｂ） 純資産額資本金比率[純資産額（※2）／資本金額×100] 691 ％ 

（ｃ） 自己資本資本金比率[自己資本／資本金額×100] 678 ％ 

（ｄ） 自己資本比率[自己資本／総資産額×100] 58 ％ 

（ｅ） 修正自己資本比率[自己資本／総資産額（※3）×100] 75 ％ 

（ｆ） 負債比率[負債合計額／純資産額（※2）×100] 69 ％ 

（ｇ） 流動比率[流動資産額／流動負債額×100] 208 ％ 

※ 1 「純資産額」は、商品取引所法第 211 条第 4項において準用する同法第 99 条第 7項に基

づく施行規則第 38 条の規定により算出し、「リスク額」は、同法第 211 条に基づく施行

規則第 99 条により算出しています。 

※ 2 「純資産額」は、商品取引所法第 211 条第 4項以外において準用する同法第 99 条第 7項

に基づく施行規則第 38 条の規定により算出しています。 

※ 3 「総資産額」は、委託者に係る株式会社日本商品清算機構又は商品取引所への預託金額

と預託必要額とのいずれか小さい金額及び委託者債権の保全制度に基づいて拘束されて

いる資産の額を除きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【訂正】
30、31ページの「⑧苦情・紛争・訴訟に関する事項」の記載に誤りがありましたので、
以下のように訂正いたします。

⑧　苦情・紛争・訴訟に関する事項

(a)　顧客等が提起したもの

(b)　当社が提起したもの

訴訟 紛争 訴訟

当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件

相互に
話合い中

紛争処理機関
で処理中

当該年度中の解決案件 当該年度中の解決案件

紛争

0 件 0 件 0 件

0 件 0 件 0 件 0 件

0 件 0 件0 件

59 件 4 件 16 件合計 171 件 70 件 5 件 17 件

79 件 21 件 2 件 17 件 27 件 0 件 12 件

前年度から継続して
いる案件の件数 48 件 2 件 29 件

苦情 紛争 訴訟苦情 紛争 訴訟

相互の話合い
による解決

32 件 4 件 4 件92 件 49 件 3 件 0 件

当該年度に新規に
発生した案件の件数 81 件 7 件 4 件

紛争処理機関
での解決

当該年度に新規に発
生した案件の件数

0 件

前年度から継続して
いる案件の件数

0 件

合計 0 件

0 件

0 件

（注） （Ｃ）表に記載する事案はこの表の件数には含めない。 

（注）１．苦情とは、受託等業務に関し、顧客等から当社に対して異議、不平、不満等が表明され、又は紛争 

処理機関に相互の話合いによる解決の申出があったものをいう。 

２．紛争とは、受託等業務に関し、顧客等の異議、不平、不満等に起因する当社と顧客との主張の相違 

や対立が具体化し、顧客等から紛争処理機関にあっせん等の申出があったものをいう。 

３．紛争処理機関とは、日商協、商品取引所、主務大臣が指定する団体、消費者基本法又は弁護士法の 

規定によるあっせん機関等をいう。 

４．訴訟とは、裁判所に顧客等から提訴があったものをいう。 

５．一つの案件が苦情、紛争又は訴訟に重複して該当する場合には、最終時点の状態を記載している。 

 例えば、苦情申出後に紛争に移行した場合には、苦情では記載せず紛争に記載し、苦情、紛争を経 

 て訴訟に移行した場合は、苦情、紛争では記載せず訴訟で記載している。 

６．（Ｃ）表に記載する事案はこの表の件数には含めない。 



(c)　双方が提起したもの

(ｄ)　値合金処理に関するもの

合計 3 件

訴訟 訴訟

0 件 0 件

00

3 件 0 件 3 件

前年度から継続して
いる案件の件数

0 件

当該年度に新規に発
生した案件の件数

当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件

2 件 0 件合計 10 件 8 件 0 件

0

0 件 0 件 0 件 0 件 0 件

前年度から継続して
いる案件の件数

0

0

10 件 8 件 0 件 2 件 0 件

当該年度に新規に発
生した案件の件数

10 0 0

当該年度中の解決案件 当該年度中の未解決案件

事務処理ミス システム障害 事務処理ミス システム障害

0 件 3 件

（注） 双方が提起したものとは、同一の事案について顧客及び当社がそれぞれ相手方に対して 
訴訟（反訴を含む）を提起したものをいう。 

（注）１．事務処理ミスとは、委託者の注文の執行において、過失により事務処理を誤ること 
をいう。 

２．システム障害とは、電子情報処理組織の異常により、委託者の注文の執行を誤るこ 
とをいう。 
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